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実 施 計 画 
■１ 定期監査 

１  時期 

令和６年５月～令和 7年３月 

 

２  対象部局等 

・政策企画部 

・財政部 

・健康福祉部（保健所長所管） 

・消防本部・消防署 

・市立病院事務局 

・市立学校 （小中合わせて数校を抽出）  

 

３ 対象事項 

令和５年度の財務事務等(必要に応じて関係する年度も対象とする。) 

 

４ 実施方法等  

⑴ 全国都市監査委員会が策定した「監査等の実務ガイドライン 第３編 監査等の手続 第３章 

監査等の着眼点 第１節 財務事務監査の着眼点及び第３節 行政監査の着眼点」による。 

⑵ 八尾市監査基準に準拠し、試査及び精査により実施する。事前に提出を求めた関係書類、また主

要施策実績報告書、実施計画書等から抽出した事務事業について、執行状況の聴取、質問等必要

に応じてその他監査等の実施手続を選択し監査を実施する。 

⑶ 「契約事務」を重点項目とする。ただし、監査着手後に固有のリスクが検出された場合は、その

都度重点項目を検討し、必要に応じ年間監査計画又は実施計画を変更することとする。 

⑷ 監査の実施の過程において、専門的な調査が必要となった場合に、監査専門委員に調査を依頼す

ることとする。 

⑸ 実施スケジュール 

《定期監査》   

令和６年 7月下旬  実施通知の送付 

令和 7年２月上旬  監査講評の決定 

令和 7年 2月下旬  監査講評の実施 

 

《市立学校監査》 

令和６年 5月下旬  実施通知の送付 

    令和６年 8月下旬  現地訪問の実施 

    令和６年 9月下旬  監査講評の決定 

    令和 6年 10月下旬  監査講評の実施 

 

５ 結果に関する報告等 

   監査講評後、弁明を聴取の上、監査の結果に関する報告を決定する。決定後は速やかに議長、市

長及び関係のある委員会に提出し、公表を行う。 
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■２ 例月現金出納検査 

１ 時期 

毎月下旬に実施 

 

２ 対象 

・ 一般会計 

・ 特別会計 

（国民健康保険事業・財産区・介護保険事業・後期高齢者医療事業・土地取得事業・母子父

子寡婦福祉資金貸付金） 

・ 歳入歳出外現金 

・ 基金の状況等 

・ 公営企業会計(病院事業・水道事業・公共下水道事業） 

 

３ 審査資料 

 ⑴ 一般会計、特別会計、基金、歳入歳出外現金 

領収済通知書、領収書綴、給与明細、公金振替命令書、支出命令書、還付命令書、収入金更

正命令書、支出更正命令書、精算書、一時充当金決定書、一時借入金決定書、収支日計表、収

支日計照合表、歳入歳出実績表(会計別、款別)、基金に関する現金実績表、歳入歳出外現金実

績表、収支金報告書、預金等保管明細、予算外資金累計額計算表、基金台帳 

⑵ 公営企業会計 

収入伝票、支払伝票、振替伝票、支出命令書、証憑書類、資金前渡・概算払精算書、試算表、

資金予算表、収支日報、総合振込領収書、総勘定元帳 

 

４ 実施方法等 

  ⑴ 全国都市監査委員会が策定した「監査等の実務ガイドライン 第３編 監査等の手続 第３章 

監査等の着眼点 第７節 例月現金出納検査の着眼点」による。 

   ⑵ 八尾市監査基準に準拠し、事務局による事前検査及び監査委員による本検査により、関係諸帳

簿、証書類と照合するとともに、出納状況の概要等の聴取、質問等を行うなどして実施する。 

 

５ 結果に関する報告 

検査終了後、検査の結果に関する報告を決定し、議長及び市長に提出する。 
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■３ 決算審査 

  １  時期 

⑴ 一般会計        令和６年７月下旬～８月下旬 

⑵ 特別会計        令和６年７月下旬～８月下旬 

⑶ 公営企業会計    令和６年６月上旬～８月下旬 

 

２  対象(令和５年度) 

 ・ 一般会計 

  ・ 特別会計 

(国民健康保険事業・財産区・介護保険事業・後期高齢者医療事業・土地取得事業・

母子父子寡婦福祉資金貸付金) 

   ・ 公営企業会計(病院事業・水道事業・公共下水道事業) 

 

３ 審査資料 

⑴ 一般会計、特別会計 

ア 歳入歳出予算執行実績調書 

イ 各種財務分析の基礎数値 

ウ 債権の状況 

エ 他会計への繰出し調べ 

オ 公有財産の状況 

カ その他特に必要と認めるもの 

⑵ 公営企業会計 

ア 決算書類、その他の補助簿 

イ 各種財務分析の基礎数値 

ウ 未収金の状況 

エ その他特に必要と認めるもの 

 

４ 実施方法等 

⑴  全国都市監査委員会が策定した「監査等の実務ガイドライン 第３編 監査等の手続 第３章 

監査等の着眼点 第８節 決算審査の着眼点」による。 

⑵  八尾市監査基準に準拠し、関係諸帳簿、証書類と照合するとともに、予算執行状況の適否につ

いて、決算概要等の聴取、質問等を行うなどして、審査を実施する。 

⑶ 公営企業会計の決算概要等の聴取に併せて決算整理の検査を行う。 

⑷  実施スケジュール 

令和６年６月上旬 公営企業会計決算概要聴取 

令和６年７月下旬 一般会計・特別会計決算概要聴取 

公営企業会計決算意見(案)検討 

令和６年８月上旬 一般会計・特別会計決算意見(案)検討 

令和６年８月下旬 決算審査意見の決定 

 

５ 意見書の提出 

審査終了後、監査委員の合議により意見を決定し、意見書を市長に提出する。 
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■４ 基金運用状況審査 

１  時期 

令和６年７月下旬～８月下旬 

 

２  対象（令和５年度） 

   ・ 奨学資金貸付基金 

   ・ 生活援護資金貸付基金 

   ・ 国民健康保険出産費資金貸付基金 

 

３ 実施方法等 

⑴  全国都市監査委員会が策定した「監査等の実務ガイドライン 第３編 監査等の手続 第３章 

監査等の着眼点 第９節 基金の運用状況審査の着眼点」による。 

⑵  八尾市監査基準に準拠し、関係諸帳簿、証書類と照合するとともに、必要に応じて説明を聴取、

質問等を行うなどして審査を実施する。 

 

⑶ 審査資料 

・ 各基金の運用状況の調べ 

・ 貸付債権の各年度別調べ 

・ その他特に必要と認めるもの 

 

４  意見書の提出 

審査終了後、監査委員の合議により意見を決定し、意見書を市長に提出する。 

 

■５ 健全化判断比率等審査 

１  時期 

令和６年７月下旬～８月下旬 

 

２  対象（令和５年度） 

  ・ 実質赤字比率 

・ 連結実質赤字比率 

・ 実質公債費比率 

・ 将来負担比率 

・ 資金不足比率（公営企業） 

 

 ３ 審査資料 

・ 財政健全化法に基づく指標調査票 

・ 地方財政状況調査票 

・ その他特に必要と認めるもの 

 

４ 実施方法等 

⑴ 全国都市監査委員会が策定した「監査等の実務ガイドライン 第３編 監査等の手続 第３章 

監査等の着眼点 第 10節 健全化判断比率等審査の着眼点」による。 

  ⑵ 八尾市監査基準に準拠し、関係諸帳簿、証書類と照合するとともに、必要に応じて説明を聴取、

質問等を行うなどして審査を実施する。 

  

５  意見書の提出 

審査終了後、監査委員の合議により意見を決定し、意見書を市長に提出する。 

 



 

- 5 - 

 

■６ 工事監査(随時監査)          

１  時期 

令和６年５月～令和７年３月 

 

２ 対象工事 

令和６年度に施工する建設工事（継続事業を含む。）のうち、発注標準金額等級区分Ｂ等級に該当

する工事で、監査実施日に工事出来高が 30％以上であると見込まれるものから抽出する。 

 

業種区分 土木一式工事 建築一式工事 
電気工事・ 

管工事 

水道施設工事 

(上水道管工事) 
その他の工事 

発注標準金額 
８千万円 

以上 

８千万円 

以上 

１千５百万円 

以上 

３千万円 

以上 

１千万円 

以上 

 

３  実施方法等 

⑴  全国都市監査委員会が策定した「監査等の実務ガイドライン 第３編 監査等の手続 第３章 

 監査等の着眼点 第４節 工事監査等の着眼点」による。 

⑵  八尾市監査基準に準拠し、監査対象工事に係る計画、調査、設計、仕様、積算、契約等の書類

審査及び工事現場の実地調査を、必要に応じて説明を聴取、質問等を行うなどして実施する。 

⑶  監査対象工事に係る設計・積算等の書類審査及び工事現場の実地調査を行うに当たり、建築・

土木分野等の専門的知識を有する専門機関又は監査専門委員に調査を委託する。 

  

 ４  結果に関する報告 

   監査講評後、弁明を聴取の上、監査の結果に関する報告を決定する。決定後は速やかに議長及び

市長に提出し、公表を行う。 
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■７ 研修会等 

予 定 時 期 研 修 会 名 

４月 18日(木) 河内南都市監査委員会 事務研究会(大阪狭山市) 

４月 26日(金) 大阪府都市監査委員会 研修会(藤井寺市) 

５月 24日(金) 近畿地区都市監査委員会 研修会(橿原市) 

８月 29日(木) 

８月 30日(金) 
全国都市監査委員会 事務研修会(大阪市) 

10月 24日(木) 

10月 25日(金) 
三地区共催（近畿・東海・北陸）都市監査委員会 事務研修会(静岡市) 

10月下旬 河内南都市監査委員会 事務研究会(大阪狭山市) 

 


